
 資 料 １ 

第４回 非常時における外国人旅行者の安全・安心

の確保に向けた検討会 
 

議事次第 
 

令和 2 年 2 月 28 日（金） 10 時 30 分～12 時 00 分 

中 央 合 同 庁 舎 ３ 号 館 11 階 特 別 会 議 室 

 

１．開  会 

 

２．議  事 

（１）新型コロナウイルス対応について 

（２）地方自治体マニュアルの具体事例等について 

（３）当面の取組方針（案）について 

（４）意見交換 

（５）その他 

  

３．閉  会 

 

【配付資料】 

１． 議事次第 

２． 配席図 

３． 検討会全体の流れについて 

４． 新型コロナウイルス対応について 

５． 外国人旅行者への情報伝達の流れについて 

６． 地方自治体マニュアルの具体事例について 

７． 当面の取組方針（案）について 

８． 非常時における外国人旅行者の安全・安心の確保に向けた検討会のとりまとめ（案） 

 

＜参考資料＞ 

１． 第３回検討会の主な意見 



第４回 非常時における外国人旅行者の安全・安心確保に向けた検討会 配席図 資料２

事務局（外客受入担当参事官室）

随行席

日時 ： 令和 2年 2月 2 8日 (金 ） 1 0 : 3 0～ 1 2 : 0 0

場 所 ： 中 央 合 同 庁 舎 ３ 号 館 1 1 階 特 別 会 議 室
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検討会全体の流れについて 資料３

第１回検討会 2019年10月29日

＜メインテーマ＞外国人旅行者に対する取組みの共有及検討会の論点整理

・外国人旅行者向け情報発信の取組み紹介（NHK国際放送局・日本政府観光局・観光庁）
・外国人旅行者の多言語対応ニーズについて（李委員）
・自治体における災害対応の取組み紹介（大阪府・札幌市）
・本検討会における論点（情報発信・現地初動対応）について、整理・議論

第２回検討会 2019年12月19日

＜メインテーマ＞交通事業者・観光・宿泊施設による情報発信

【実施内容】
・外国人観光客、交通、観光・宿泊施設へのアンケート結果共有
・事業者における多言語での情報発信について具体事例共有
・日本政府観光局の取組紹介
・非常時における外国人旅行者の安全・安心の確保における
自治体の役割（髙松委員）

第３回検討会 2020年 1月21日

第４回検討会 2020年 2月28日

＜メインテーマ＞検討会のまとめと当面の取組方針について

【実施内容（予定）】
・新型コロナウイルス対応について
・地方自治体マニュアルの具体事例等について
・当面の取組方針（案）について

＜メインテーマ＞自治体対応・現地対応

【実施内容】
・情報発信に関するとりまとめ案の提示
・外国人旅行者の避難行動と要因分析（崔委員）
・自治体へのアンケート結果共有
・自治体・現地対応における具体事例共有

◎自治体、交通事業者、観光・宿泊施設、外国人観光客へアンケート調査（2019年11月中旬～12月）



日本政府観光局（JNTO）コールセンターの対応について

JNTOコールセンターの活用

○３６５日２４時間、英語、中国語、韓国語で訪日外国人旅行者に対し、状況を丁寧に聞き取り、新型コロナウイルス
に関する最新情報等を踏まえ、当該地域における医療機関を案内

○2/24（月）までにコロナウイルス関連で１,１２１件の相談

2020年2月2５日現在
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◆1/31（金）
・JNTOコールセンターについて大臣会見、新型コロナウイルス関連の問い合わせにも対応している旨プレス発表
→NHK NEWS WEBにて記事配信(1/31 15:32)、NHK WORLD-JAPANにて英語、中国語等の多言語により動画で発信（1/31 17:00）

・交通事業者（空港、鉄道駅、バスターミナル、旅客船ターミナル等）、宿泊事業者、観光協会等、高速道路のSA・PA、道の駅等に対して
周知

・各国大使館等に対して周知
◆2/3（月）
・更なる事業者等での周知を促すため、JNTOコールセンター周知の取組状況をプレス発表
・河川の交流館・資料館、国営公園、国立公園、美術館・博物館、文化財、スポーツ施設等に対して周知
◆2/4（火）・スーパーやコンビニなどの小売店、地下街管理会社に対して周知
◆2/7（金）・農家民宿、体験交流施設等に対して周知

周知のための取組み

問合せ件数（コロナウイルス関連 ※速報値）

計1,121件(2/24まで)
・大臣会見及びプレス発表
・省内各局より周知

環境省、文化庁・スポーツ庁
より周知 経産省より周知 農水省より周知

資料４



外国人旅行者へ災害に関する情報が伝達される流れ 資料５

情報発信者 情報発信手段

外国人旅行者【気象庁】
気象災害情報

【交通事業者】
運行情報等

【マスメディア】
災害関連のニュース等

【観光施設】
営業状況等

【宿泊施設】
営業状況等

【地方自治体】
避難所情報等

SNS（Twitter、Weibo等）
・ウェブサイト・アプリ

テレビ・ラジオ

新聞等

日本政府観光局（JNTO）の
SNS（Twitter、Weibo等）
・ウェブサイト・アプリ

JNTO
コールセンター

観光案内所

交通事業者

宿泊施設

観光施設

地方自治体

対面対応

気象災害情報、交通機関情報、
災害関連情報を集約し、発信

電話

各主体ごとに発信
（一元的に把握できない）

大使館
大使館と連携し、発信



英語グローバルウェブサイト
からの情報発信

Twitter(英), Weibo(中) 
から情報発信

総合的情報提供サービス
「Japan Visitor Hotline」＋
「チャットボット」
「365日24時間対応」体制
(英・中・韓)

観光案内所を通じた情報発信
JNTO直営/認定の案内所…1,200ヵ所
メール配信で情報を共有、案内に活用

大規模
地震・火山
噴火発生

災害に伴う
運行情報
計画運休

アプリ連携
台風・豪雨
など水害の
予見

アプリからの情報発信
（見出し文：4言語対応。

英・簡・繁・韓）

観光案内所
に連絡

【気象庁】
気象災害情報

【交通事業者】
運行情報等

【ＮＨＫＷＯＲＬＤ】
災害関連情報

災害関連
のニュース

情報の「入口」
（情報源）

アプリやウェブサイト、ケーブル
テレビ、ラジオ等での情報発信

情報の「出口」（インターネットによらないツール）

アプリは、「Safetytips」と連携
、大地震発生時等には、PUSH
通知にて自動的に情報を発信

情報の「出口」（インターネットを活用したツール）

従業員、係員による対応 （観光施設・宿泊施設・交通事業者等）

・インターネットに加え、テレビやラジオ、電話等で必要な情報を収集し、利用者に情報を共有

日
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府
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局
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Ｏ
）

外国人旅行者へ災害に関する情報が伝達される流れ（詳細）



①自治体等主導の対応マニュアル、取組み

災害時における外国人旅行者対応の具体事例

外国人旅行者対応：
具体事例リスト

災害種類／対象 行政 事業者 観光客（外国人）

地震（津波を含む） 高山市、自治体国際化協会（クレア）、
北海道観光振興機構

大阪府、由布市、東京都①、山梨県、北
海道観光振興機構

三重県、静岡県、宮城県、岐阜県、沖縄県、つく
ば市、松阪市、大分市、千葉市、東京都②

台風（風水害を含む） 自治体国際化協会（クレア） 大阪府、由布市、東京都① 三重県、静岡県、宮城県、岐阜県、沖縄県、つく
ば市、大分市、千葉市、東京都②

火山 北海道観光振興機構 由布市、洞爺湖町（北海道運輸局）、東
京都、山梨県、北海道観光振興機構

東京都②

注：観光客（外国人）向け取り組みについて、主に在留・在住外国人向けの取組みではあるが、訪日外国人にも活用できる内容があるものを掲載している

リスト掲載のマニュアル等の名称

大阪府 外国人旅行者の滞在時における「災害時初動対応マニュアル」

由布市 由布市観光事業者災害対応マニュアル

三重県 防災啓発リーフレット

静岡県 外国人住民のための避難生活ガイドブック

宮城県 外国人県民のための防災ハンドブック

岐阜県 多言語防災ガイド

沖縄県 外国人のための防災ハンドブック

つくば市 災害時マニュアル

船橋市 防災ハンドブック

高山市 旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル

松阪市 外国語版防災リーフレット『災害にそなえる』

大分市 多言語防災ガイドブック

洞爺湖町
（北海道運輸局）

自然災害から外国人旅行者の安全を確保するための避難誘導マニュアル～ 宿泊施設向け ～

多言語案内・誘導ツール

千葉市 外国人のための防災ガイドブック

東京都① 外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル

東京都② 東京防災

山梨県 外国人旅行者への災害時対応マニュアル

自治体国際化協会（クレア） 災害時の多言語支援のための手引き2018

北海道観光振興機構 外国人観光客災害時初動対応マニュアル

１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

資料６

1



自治体等主導の対応マニュアル等の例（事業者向け）

【大阪府】外国人旅行者の滞在時における災害時初動対応マニュアル

（外国人旅行者の理解）

（事前準備）

（発災時の初動対応）

（発災時に必要な情報）

対応マニュアル例：大阪府
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例

2



自治体等主導の対応マニュアル等の例（事業者向け）

【由布市】由布市観光事業者災害対応マニュアル

（事前準備、発災時の対応内容）

（避難者の把握、問い合わせメモ用紙）

（外国語文例集）

（災害発生時のしおり、コールセンターのパンフレット）

対応マニュアル例：由布市
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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自治体等主導の対応マニュアル等の例（事業者向け）

【東京都】外国人旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュアル

（平常時の準備チェックリスト）

（外国人旅行者の理解）

（発災時の対応）

（ピクトグラムと対応例文集の併用）

対応マニュアル例：東京都
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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自治体等主導の対応マニュアル等の例（事業者向け）

【山梨県】外国人旅行者への災害時対応マニュアル

（外国人対応に関する予備知識と準備） （火山噴火の場合の外国人対応）

対応マニュアル例：山梨県
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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自治体等主導の対応マニュアル等の例（事業者向け）

【北海道観光振興機構】外国人観光客災害時初動対応マニュアル

（火山噴火警戒レベル：多言語表記）
（地震の震度説明：多言語表記）

対応マニュアル例：山梨県
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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自治体等主導の対応マニュアル等の例（外国人向け）

【三重県】防災啓発リーフレット「地震・風水害から身を守ろう！」

（台風・暴風時の対応方法、用語の説明） （地震時の対応方法、震度の説明）

対応マニュアル例：三重県
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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自治体等主導の対応マニュアル等の例（外国人向け）

【岐阜県】多言語防災ガイド

（災害時の対応方法）

（避難者情報カード、連絡先情報）

対応マニュアル例：岐阜県
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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自治体等主導の対応マニュアル等の例（外国人向け）

【東京都】東京防災

（災害時への備え） （火山噴火の説明、避難方法）

対応マニュアル例：東京都
１．災害時における外国人旅行者対応の具体事例

災害時における外国人旅行者対応の具体事例
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２．自治体対応等の指針のひな形

②マニュアル作成時の配慮事項

〇観光地域向け（自治体、DMO、観光協会、旅館組合等）

自治体対応等の指針のひな形

大項目 中項目 想定される内容

減災 地域内の観光資源の把握、起こりうる災害の想定、組織・施設等の施
設の防災対応状況

危機対応への備え 防災・危機管理マニュアルの有無の把握、安否確認・情報提供の仕組
み、備蓄品の確認

危機への対応 危機管理体制の設置 危機管理体制の設置、危機対応業務の実施

情報の収集と発信 情報発信の一本化、正確な事態把握と情報発信

主な情報発信・提供先 観光客・旅行者、行政、観光団体、メディア、一般消費者

観光客の避難誘導・救護 観光客に発災・避難情報を伝達、安否・所在情報の収集・伝達

帰宅・帰国支援 観光客に帰宅・帰国情報の提供、サポートを実施

観光関連事業者の事業継続支援 観光関連事業者の被害・営業継続状況を把握、営業状況の対外発信

危機からの復興 観光復興計画 発災後速やかに復興計画の検討開始、状況の把握、復興施策の企
画・実施

観光復興マーケティング活動のための資金確保 補正・特別予算の編成、国への働きかけ、DMO・観光協会等の予算組
み替え、基金・義援金の活用

観光関連事業者の事業継続支援 被災事業者の手続き迅速化、相談窓口の設置、財務・雇用継続支援、
国・都道府県への働きかけ

観光復興状況の情報発信と風評対策 風評のモニタリングと対応、復興状況の情報発信、メディア向けイベントの
実施・取材働きかけ

国内外の観光関連組織・団体、旅行会社への復興支援要請 現地の視察・持出会議開催等の働きかけ、復興キャンペーンへの協力依
頼

マニュアル作成チェックリスト例

～髙松正人著「観光危機管理ハンドブック」より～ 10



〇観光関連事業者向け（宿泊施設、観光施設、観光サービス等）

自治体対応等の指針のひな形

大項目 中項目 小項目 想定される内容

減災 来客状況の把握、起こりうる災害の想定、自社施設の防災設備の把握

危機対応への備え 各災害・危機に共通な事項 防災・危機管理マニュアル・BCP等の有無の把握、避難場所等の周知、帰
宅困難者への対応、緊急時連絡リスト、安否確認・情報提供の仕組み、備
蓄品の確認

危機への対応（災害別） 地震 緊急地震速報への対応準備、館内アナウンス、避難誘導

台風・暴風 発災前の備え、帰宅困難者への対応、停電への対応

土砂災害 土砂災害警戒区域の確認、避難勧告・指示の確認、避難誘導

水害 避難場所の事前決定、避難勧告・指示の確認、避難誘導

火山災害 一次避難場所の事前決定、自治体との連絡、館内アナウンス、避難誘導

危機への対応（各災
害・危機に共通）

情報の収集と発信 危機管理体制の設置、情報収集と一元的な情報発信

安全な場所・避難場所に避難誘導後 避難者リストの作成、備蓄品の提供、情報の提供

予約のあるお客様への対応 予約者の緊急連絡先・ウェブサイトに営業情報を連絡

帰宅・帰国支援 観光客に帰宅・帰国情報の提供、サポートを実施

危機からの復興 被害を老けた施設・設備の修復 建物・設備の被害状況の確認、復旧工事計画の策定、工事資金の調達

営業継続か休業か 営業継続か休業かの判断

運転資金の確保 当面必要となる資金の確認、銀行・保険会社・共済等への相談

従業員の雇用対策 従業員への説明、雇用調整助成金の申請

復興要員・ボランティア・被災者の受入れ 復興要員・ボランティア・被災者の受入れをするかどうかの判断

営業再開準備 営業再開への準備、営業再開に関する情報提供

復興プロモーション 回復フェーズごとの市場特定、プロモーションの検討、実施

マニュアル作成チェックリスト例

～髙松正人著「観光危機管理ハンドブック」より～

２．自治体対応等の指針のひな形
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◆ 予備知識がない外国人旅行者に対して、「正確な情報」を「伝わる表現」に言い換えて発信するため、事業者や想定される

シチュエーションごとにテンプレートとなる用語集を観光庁が主体となって作成する

◆ 気象災害情報、各社の交通情報を一元的に発信できるツールとして、日本政府観光局（JNTO）のウェブサイト、SNS、コール

センター等を活用し、多言語で災害関連のニュース等を発信できるツールとしてNHK WORLDを活用。ツールの周知にあたっては、

・ 観光庁等が主体となり、NHK WORLD等のマスメディアや大使館との連携を強化

・ 観光庁、JNTOが主体となり、駅頭や車内、観光施設、宿泊施設等においてNHK WORLD、日本政府観光局の各ツールに

アクセス可能なQRコードを掲出 に取り組む

さらに、JNTOが主体となり、交通事業者等からJNTOへ直接連絡する体制を構築し、情報発信・応答機能の強化を図る

当面の取組方針（案）について

【情報発信】短期の取組み

【情報発信】中長期の取組み

◆ デジタルサイネージ等を活用し、平常時から使用可能なツールを災害時に切り替えて使用可能な仕組み作りを構築

◆ 避難所情報については、日本放送協会がホームページで発信している「NHK各地域災害情報」を活用
※  各避難所での外国人旅行者の受入体制整備が前提

【自治体対応等】短期の取組み

◆ 観光庁が主体となり、自治体等における非常時の外国人旅行者対応の準備を促すため、自治体等で作成するマニュアル
に災害ごと、マニュアルの対象者ごとに盛り込むべき項目等を定めた指針を示す

【自治体対応等】中長期の取組み

◆ 避難所など地域における災害時の多言語対応の推進に向けた検討

資料７


